
           (ｱ)　総事業費の負担割合　県 59/120　市町村 59/120　広域水道企業団 ２/120

 

債　務　負　担　行　為　見　積　書
30 年度

局名 県土整備局 所属名 県土整備経理課　（直通　045-210-6075） （単位　千円）

事
　
　
　
項

かながわ電子入札共同システム運営費

限  度  額

前年度末までの
支 出(見込) 額

当該年度以降の
支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

一般財源

期　間 金　　額 期　間 金　　額
国　庫
支出金

県　債 その他

見
　
積
　
額

1,771,912
平成27年度

～
平成29年度

647,593
平成30年度

～
平成33年度

1,124,319 - 19,877 659,938 444,504

査
　
定
　
額

1,771,912
平成27年度

～
平成29年度

647,593
平成30年度

～
平成33年度

1,124,319 - 19,877 659,938 444,504

　
事業概要等

１　事業の概要

 (1) 目的  インターネットを利用して入札手続きや共同運営に参加する市町村等と共同受付で実施する競争入札参加資格認定申請の

       一連の手続きを行う「かながわ電子入札共同システム」の運用を行う。

 (2) 内容　ア　かながわ電子入札共同システムの機能

    　　   (ｱ) 競争入札参加資格認定申請業務の資格申請システム

 　　  　　(ｲ) 入札、開札業務の電子入札システム

       　　(ｳ) 入札情報サービス業務の入札情報サービスシステム

　　　 　イ　負担割合　

         　(ｲ)　県負担割合(59/120)の内訳

　　　　　　　　知事部局 85.2% (県土整備局 100.0%　会計局 0.0%)　企業庁 14.8%

２　債務負担行為設定理由

  平成28年５月のサーバ機器等のリース期限にあわせ、システム仕様の見直し及び運用経費の削減について検討を行い、現行事業者
を継続しサーバ機器をデータセンターで運用することが最も運用経費削減が図れることから、データセンターへの移行準備を含め、
平成27～33年度の数年契約(平成27年10月から平成33年５月）を締結し、平成27年度から平成33年度の７年間の債務負担行為を設定し
た。

３  限度額の積算内訳

 【調整の内容】

　要求どおり計上。

（単位:千円）

年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 合計

限　度　額 0 298,172 357,805 357,805 357,805 357,805 59,635 1,789,027

(一般会計） 0 (295,320) (354,382) (354,382) (354,382) (354,382) (59,064) (1,771,912)

(特別会計) 0 (2,852) (3,423) (3,423) (3,423) (3,423) (571) (17,115)

支出予定額 0 297,213 356,655 356,655 356,655 356,655 59,443 1,783,276

(一般会計） 0 (294,361) (353,232) (353,232) (353,232) (353,232) (58,872) (1,766,161)

(特別会計) 0 (2,852) (3,423) (3,423) (3,423) (3,423) (571) (17,115)
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